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In brief 

欧州連合（EU）では、2018年 5月 25日に採択された改正指令（「DAC6」と呼ばれます）により、既存の税

務行政協力指令を改正し、行き過ぎた租税回避アレンジメントとなりうる潜在的な取引を各加盟国が適時に

把握し、その情報を EU加盟国間で自動的に情報交換する仕組みを導入しました。これにより、クロスボー

ダー・タックスプランニングに関与するアドバイザーや金融機関等の仲介者、あるいは納税義務者自身が、

一定の要件を満たすクロスボーダー・アレンジメントを、関連する EU加盟国の税務当局に対して報告する

義務を負うこととなります。各加盟国は、2019年 12月 31日を導入期限として、DAC6を実際に適用するた

めの国内法化のプロセスを進めています。適用開始は 2020年 7月 1日ですが、2018年 6月 25日以降

に開始されているアレンジメントについても、遡及的に報告対象となります。また、指令では、各加盟国に対

して、実効性のある罰則を導入することを求めています。 

すでに欧州に子会社や支店を展開する日系企業はもちろんですが、欧州に事業展開する企業を買収する

場合には、税務ガバナンスに関する PMI（ポスト・マージャー・インテグレーション）のプロセスにおいて、

DAC6に関するコンプライアンスを管理するための枠組みを策定する必要が生じるものと考えられます。 

In detail 

1. DAC6の概要

欧州連合（EU）では、クロスボーダーの税務プランニングの報告義務に関する理事会指令（2018/822/EU、

通称「DAC6」）が採択されており、2018年 6月 25日から施行されています。当該指令は、OECD／G20に

よる BEPS行動 12（タックス・プランニングの開示義務）に準拠するものとして、クロスボーダーのタックス・

プランニングに関与する金融機関、会計士、弁護士等の「仲介者」、および納税義務者（企業や個人）に対し

て報告対象となるクロスボーダー・アレンジメントの報告義務を負わせ、その情報をデータベース化して関係

する EU加盟国の税務当局間で共有することにより、個人や多国籍企業によるアグレッシブな租税回避行

為に対する監視を強化することを目的としています。 

DAC6を実際に適用するために行われる各加盟国での国内法化の期限は 2019年 12月 31日、制度の適

用開始は 2020年 7月 1日とされており、現在、英国、ドイツ、オランダその他の加盟国において法案のドラ

フトなどが公表されています。ポーランドではすでに国内法化が終了しており、2019年 1月 1日から適用開

始されています。

一定の要件を満たすクロスボーダー・アレンジメントが報告対象となり、事象の発生から 30日以内に報告す

ることが義務付けられます。最初の報告期限は 2018年 8月 31日ですが、2018年 6月 25日から 2020

年 6月 30日までの移行期間にすでに開始されたアレンジメントについても遡及的に報告することが求めら

れます。 
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DAC6では、報告義務の実効性を担保すべく、加盟国に対して、効果的で公平かつ抑止力のある罰則の導

入を義務付けています。 

 

2. クロスボーダー・アレンジメント 

DAC6による報告義務は、複数の EU加盟国に関係する、あるいは、１つの EU加盟国と EU域外の国に

関係するアレンジメント（「クロスボーダー・アレンジメント」）で、特定の指標（「ホールマーク」と呼ばれます）

に該当するものが対象となります。そのアレンジメントが関連する国内法上、合法的なものであったとしても、

そのような一定の要件に該当する場合には、報告対象となります。 

 

報告対象となりうるクロスボーダー・アレンジメントとは、「複数の加盟国」または「１つの加盟国と１つの EU

第三国」が関与するアレンジメントで、次のいずれかのケースにあてはまるものとされています。 

a. いずれかの関与者が異なる管轄地の税務上の居住者 

b. いずれかの関与者が、同時的に複数の管轄地の居住者  

c. いずれかの関与者が、他の管轄地で恒久的施設を通じてビジネス活動を行い、そのアレンジメント

が、部分的にまたは全体として、当該恒久的施設のビジネスである場合  

d. いずれかの関与者が、税務上居住者でもなく、恒久的施設を設立することもなく、他の管轄地にお

いて、活動を行っている  

e. （税務当局間の）自動的情報交換制度または実質所有者の認定に影響を及ぼす可能性がある 

 

特に上記 dから分かるとおり、報告対象となりうるクロスボーダー・アレンジメントの定義は極めて広範囲な

ものとなっています。 

 

3. ホールマーク 

クロスボーダー・アレンジメントのうち、一定の指標（ホールマーク）に該当するものが報告対象となります。

ホールマークは、Aから Eまで大きく５つのカテゴリーに分類されており、カテゴリーAと B、およびカテゴリ

ーCの一部は、「主要便益テスト」が満たされる場合にのみ考慮対象となります。 

 

DAC6あるいは各加盟国の法案におけるホールマークに関する規定は、極めて包括的なものとなっており、

特に、主要便益テストが適用されないホールマークについては、報告対象に該当する取引が広範囲に及ぶ

ことが想定されます。 

 

主要便益テスト 

関連するすべての事実・事情を考慮して、一の者が、当該アレンジメントから獲得できると合理的に期待する

主要な便益、または複数の主要な便益の一つが、税務メリットの取得であること 

 

分類 ホールマークの内容 主要便益テストの適用有無 

A 主要便益テストに連動する一般的ホールマーク 

1. 秘密保持条項が付されているアレンジメント 

2. 仲介者の報酬が税務メリットの取得有無や金額に連動す

るアレンジメント 

3. 標準化されたドキュメンテーションやストラクチャーを有し

大きなカスタマイズが必要とされないアレンジメント 

 

適用あり 

B 主要便益テストに連動する特定ホールマーク 

1. 欠損会社の買収とその欠損金の利用を含むアレンジメント 

2. 所得をキャピタルゲイン、贈与所得その他の低税率または

非課税の所得へ転換する効果を持つアレンジメント 

3. 循環取引を含むアレンジメント 

 

適用あり 
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分類 ホールマークの内容 主要便益テストの適用有無 

C クロスボーダー取引に関連する特定ホールマーク 

1. 2以上の関連企業間においてクロスボーダーで行われる

損金算入可能な支払いを含み、以下のいずれかに該当す

るアレンジメント 

a. 受領者が税務上いずれの国の居住者でもない 

b. 受領者に税務上の居住地があるが、 

i. 受領者が法人税率ゼロもしくはほぼゼロの国の

居住者である、または、 

ii. 受領者が EUまたは OECDにより列挙された非

協力国の居住者である 

c. 受領者の居住地国において免税によるベネフィットを

享受できる 

d. 受領者の居住地国において優遇税制のベネフィット

を享受 

2. 同一の減価償却費が複数国において損金算入 

3. 同一の所得や資産について複数国において二重課税回

避措置を適用 

4. 資産の移転を含むアレンジメントで、関係する国において、

対価として支払われるべき金額に重要な相違があるもの 

1号の b(i)、c、dについて適

用あり 

 

1号の a、b(ii)、2号、3号、4

号については適用なし 

D 税務当局間の自動情報交換制度および実質的所有者（受益者）に

関連する特定ホールマーク 

1. 共通報告基準（CRS）下の報告義務を損なうような影響を

有するアレンジメント 

2. 経済実体のない者や法的アレンジメントを介在させること

により所得の実質所有者（受益者）の特定ができないアレ

ンジメント 

 

適用なし 

E 移転価格に関連する特定ホールマーク 

1. ユニラテラル・セーフハーバー・ルールを含むアレンジメン

ト 

2. 「評価困難な無形資産」の移転を含むアレンジメント 

3. 機能、リスクまたは資産のクロスボーダー移転を含むアレ

ンジメントで、譲渡者の譲渡後 3年間の EBITが譲渡を行

わなかった場合の EBITの 50％未満となるもの 

 

適用なし 

 

4. 対象税目 

明確に対象外として規定されているものを除き、原則として EU加盟国で課されている全ての税目が報告対

象となるとされています。付加価値税、関税、その他 EU加盟国税務当局の共助が別途制度化されている

特定の間接税については明確に除外されています。したがって、一般に、所得税や法人税、また相続税や

贈与税が DAC6に基づく開示義務の対象となります。 

 

5. 報告義務者 

DAC6に基づく EU加盟国の税務当局への報告義務は、当該報告対象クロスボーダー・アレンジメントに関

与する「仲介者」（intermediary）、または、関与する納税義務者（relevant taxpayer）です。 

 

(1) 仲介者 

 

仲介者とは、第一に、報告対象クロスボーダー・アレンジメントの設計、マーケティングまたはコーディネ

ーションを行う者、または、その実行の準備や管理を行う者と規定されています。さらに、自らの行為が
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これらの行為の支援にあたると知りうることを合理的に期待されるようなサービスプロバイダーについて

も、仲介者に含まれます。 

 

財務コンサルタントあるいは彼らの所属する金融機関や資産管理会社、また、弁護士、会計士、税理士

等のアドバイザー、さらにはアレンジメントとは直接関係しない関連会社（本社の税務部門が関与してい

る場合など）も仲介者に該当する可能性があると言われています。 

 

(2) 関係納税義務者 

 

仲介者なしに納税義務者が単独でクロスボーダー・アレンジメントを企画実行した場合、あるいは関係

する全ての仲介者が EU域内に拠点を持たないなどの理由により仲介者が報告義務に服さない場合に

は、そのアレンジメントに関する報告義務は、関連納税義務者に移ります。 

 

関連納税義務者とは、報告対象クロスボーダー・アレンジメントの実施が可能となっている者、その実施

の準備ができている者、または、既にその最初のステップを実行した者とされています。 

 

仲介者が報告を行った場合に法定の職業的守秘義務への抵触となるような場合には、その加盟国は、

仲介者自身が他の仲介者や関連納税義務者に対してその旨を通知することによって、仲介者としての

報告義務を免除する制度を定めることが可能とされています。この仲介者の報告義務の免除規定によ

り、報告対象義務が仲介者から納税義務者に移ることも考えられます。 

 

仲介者が複数関与する場合の報告義務の関係や、複数の納税義務者間の報告義務の関係などについて

は、EU指令レベルでは明確に規定されておらず、各加盟国の国内法によって明確化されることが期待され

ます。 

 

6. 報告対象事項 

DAC6による報告対象には、当該アレンジメントに関する以下の情報が含まれます。詳細は各加盟国の国

内法により異なる可能性があります。 

 全ての関連納税義務者の情報（名称、出生地と生年月日（個人の場合）、居住地および納税者番

号等） 

 アレンジメント（ホールマーク）に関する説明  

 最初のステップが実施された日、または実施予定日 

 取引金額 

 関連する加盟国 

 アレンジメントに関連する可能性のある者に関する情報 

 

また、初回の報告に加えて、当該アレンジメントの使用に関する情報について、関連納税義務者の税務申

告書等において、いわばオンゴーイングで情報を報告することを定めることも可能とされており、例えば英国

の法案には、そのような報告義務の導入が含まれています。 

 

7. まとめ 

現時点では、ポーランドを除いては、各 EU加盟国の国内法は成立していませんが、2019年 12月末まで

には各加盟国において国内法化は完了することとされています。また、制度の適用開始は 2019年 7月 1

日とされているものの、2018 年 6 月 25 日以降に開始されたアレンジメントも遡及的に報告対象となります。

上述の通り、報告対象取引の判定基準となるホールマークの射程が広範囲に及ぶことも想定されます。こ

のような状況を踏まえ、各加盟国の最終的な法制や税務当局により公表されることが期待されるガイダンス

の動向を注視しつつ、DAC6に関するコンプライアンスのため、以下のような対応を考慮する必要があるも

のと考えます。 

 

 リスクおよび影響の評価 

o 報告対象となる可能性のある取引の種類を理解、報告対象となる取引に関与しうるビジネ

スを特定し、リスク評価を実施する 
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 ガバナンスの確立 

o 企業（グループ）の取引を EU全体でとらえ、報告対象となりうる取引を判定、報告すること

の役割と責任を明確化し、法令順守状況を管理するガバナンスの枠組みを策定する 

 

 従業員や経営陣に対する周知徹底、トレーニング 

 

 報告義務への具体的な対応（コンプライアンス） 

o 期限内に報告対象アレンジメントを判定、報告するための社内の仕組み、ツールの導入 

 

また、DAC6に基づき税務当局に報告された情報は、自動的情報交換制度により EU加盟国の税務当局

間で共有されることとなります。したがって将来的には、ある EU加盟国の税務当局が、他の EU加盟国の

関連会社が報告した情報を把握したうえで、税務調査を実施することも十分に想定されます。EUにおいて、

あるいは EU加盟国との間でクロスボーダー取引を行う場合には、これまで以上に、税務調査の対応準備

を強化する必要があるものと考えられます。 

 

 

 

Let’s talk 

より詳しい情報、または個別案件への取り組みにつきましては、当法人の貴社担当者もしくは下記までお問

い合わせください。 

PwC税理士法人  

〒100-6015 東京都千代田区霞が関 3丁目 2番 5号 霞が関ビル 15階 

Email: pwcjapan.taxpr@jp.pwc.com 

www.pwc.com/jp/tax 

 

パートナー 

村上 高士 

パートナー  

山岸 哲也 

 
 

パートナー 

白土 晴久 

ディレクター 

溝口 豪 
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